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Childhood Studies における「子ども政策」研究の意義と課題
子ども学科　首藤　美香子
　本稿では，欧米で進展中の Childhood Studies
において，「子ども政策」研究が重要な論点のひ
とつであることを紹介し，その意義と課題を整理
することで，日本の子ども学研究の今後にどのよ
うな示唆を与えるか，検討したい。なお，本稿で
いうところの「子ども政策」とは，EU 圏で定着
している Policies in Early Childhood Education 
and Care を 指 す。Early Childhood Education and 
Care（以下 ECEC）は直訳すると「乳幼児期の教
育とケア」であるが，この訳語は用語成立の背景と
意図するところのものを正しく反映しておらず，
日本語としてそれに該当する適切な語が浸透して
いない 1。したがって，Early Childhood Education 
and Care を単独で用いられる場合には ECEC と
し，Policies in Early Childhood Education and 
Care と政策に関連して用いられる場合は，「子
ども政策」と訳すことにする。なぜ，Policies in 
Early Childhood Education and Care が，「乳幼児
期の教育とケア」に限定される政策ではなく，広
く「子ども政策」として理解されるものであるか
については，本稿の結論と密接にかかわることな
ので，末尾において詳しくふれたい。
1. 日本の子ども学研究を取り巻く現状
　大学が「知的エリート養成」から「大衆に開く
時代」を迎えた過去十年間で，100 を超えると推
計される「子ども」を学部・学科名に冠した大学・
短期大学の増設が，子ども学研究の進展に必ずし
も貢献しているとは言い難いことは，すでに浜田
（2009）2，中村（2010）3，北本（2010）4 らによっ
て指摘されている通りである。
　子ども学に関するテキストや研究論文集，子ど
も学をめぐる講演・シンポジウムの採録集の代表
的なものを参照する限り，子ども学とは「観念的
な子ども学を目指すのではなく，生活科学という
学際的な視点から，今の子どもたちが抱えている
諸生活問題を調べるとともに，それらに対する改
善策を具体的に考察し，子ども支援諸機関に向け
て発信・提言することを目的とする 5」，「『子ども
学』としてやらねばならないことは，1989 年に『子
どもの権利条約』が採択されてからの新しい児童
観の確立がまずあろう。そして，子ども問題の解
決，さらには子どもの生活を安全に，楽しくでき
るようにするチャイルドケアリング・デザインす
ることである 6」，「子どもの生命（心）を豊かに
する『子ども支援・子育て支援』の実践的な観点
が不可欠となっている。その高度な専門家を養成
することが『子ども学』（研究）にいま要請され
ている 7」とあるように，子どもの問題解決には
専門家の「支援」「ケア」が不可欠であることが
強調される。また，「子どもにかかわる問題を『子
ども学』の構想のもとにまとめ，解決の方途を求
める気運が高まってきている」ことを受け，子ど
もの世界を新たな目でとらえ直し，子どもと大人
の新たな関係を模索するために，『子ども学』と
して取り上げられるべき問題群を自由に選んで，
種々の観点から議論する場を設定する」取り組み
においては，「子どもたちの前に広がるこの『新
しい狼のいる世界』」に対して「赤ずきん」たる
子どもの安全・保護と自立をどう考えるかという
点から提起がなされている 8。このように，大学
再編の鍵を握るとされた子ども学では，子どもを
保護と教育を要する未発達で未成熟な欠如態とし
て捉える思考枠組の呪縛は相変わらず強く，子ど
も理解のための方法論的精度を高め，その確実性
や有効性を個別の事例や数値で実証していくこと
で，子どもの問題解決に資するとされる子ども支
援の包囲網を整備し，職業的専門家の育成が目指
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されてきている。
　先に挙げた中村は，このような現状を踏まえ，
「科学としての方法論や学問体系の確立を指標と
し，伝統的枠組みで『子ども学』の制度化を論じ
ることには，さほど意味がない」と，子ども学の
可能性に疑問を呈する。一方，北本は，子ども学
研究の置かれている現状について，「かつてのよ
うな幼児教育学や保育学，あるいは家政学の対象
として子どもを文化や社会，そして歴史から切り
離して狭く捉え，教育学の体系において周縁的な
位置しか占めてこなかった時期をようやく後景に
置き，今日では子ども学は福祉国家の政策課題と
して前面に浮き上がっている」と期待する。しか
し，「その学術的な構造の解明を経ることなく，
いっそう現実的な，時として皮相な，実践的であ
ろうとする断片的で部分的な論究が一方にあり，
また体系的であろうとして現実離れした抽象的な
論究が他方にある」と，鋭い批判を投げかけてい
ることも確かである。北本は，子ども学が福祉と
教育の歴史的展望をひらくものだと捉え，その基
礎概念の構成的再編という積年の課題の解明を今
こそ急ぐべきだとし，子ども学の学術的基盤の指
標あるいはカテゴリーがどのような分布と構成
をなしているか明らかにすること，それによっ
て近年の学際的なメタ科学としての Childhood 
Studies ＝子ども期研究の高まりが示唆するもの
はなにかを探ること，さらに子ども学を子ども
観の社会史的構造転換のなかに位置づけること
が課題だとする。では，ここでいう Childhood 
Studies とはどのような学問領域であろうか。
2. 欧米におけるChildhood Studies の進展
　子ども学研究には大きく三つの系譜があると
考えられるが，一般的によく知られているの
は，国家教育の基礎を築くことを第一の目的と
して 20 世紀の初頭に本格化する児童研究運動＝
Child Study の系譜であり，もうひとつは，1980
年代に小児科医を中心に構築が目指された Child 
Science（チャイルドサイエンス）で，そこでは
主に生物学，医学，脳研究，情報科学，システム
科学等を基盤とする科学的な子ども学のデザイン
化が推奨されている。これら子どもの心身を対象
とする 20 世紀の科学研究の発展を基礎に子ども
研究の理論モデルを描こうとする立場に加えて，
人文・社会科学を中心とした学際的な子ども学研
究として Childhood Studies がある。
　1970 年末から 80 年代にかけて，人文・社会科
学の幅広い分野において子どもへ関心が触発され
たが，その契機となったのは 1980 年に翻訳出版
された Ph. アリエスの『〈子供〉の誕生―アンシャ
ン・レジーム期の子供と家族生活―』であったの
は周知のことである。家族や子どもといった日常
にありふれた身近な対象に対してですら，人々の
感情や態度，認識は普遍ではなく，時代ととも
に変化する可能性を示したアリエスの研究は，
Childhood Studies の成立を促した。Childhood 
Studies が焦点をあてるのは，いわゆる依存性・
学習・成長・発達などで特徴づけられるような自
然の生物学的な発展段階にある子ども期の実態あ
るいは経験，つまり子どもの存在そのもののでは
ない。むしろ，子どもという存在を規定する要因，
すなわち成人と子どもはどこで境界線が引かれる
のか，子ども期の指標となる具体的な枠組みと範
囲，子ども期の社会的・文化的・心理的役割と目
的，子ども期についての観念や大人の心的態度で
あり，他のあらゆる概念と同じく子ども期を近代
に創案されたひとつの概念と捉え，ある特定の空
間と時間のなかで社会文化的に構成されたものと
見なす。その意味で Childhood Studies は，社会
構成主義派が優勢な子ども学であるといえ，子ど
もを「教育と保護の対象」とみなす近代の子ども
観に強い疑念を示し，歴史学，社会学，人類学，
民族学，文化論などの研究法と理論を駆使しなが
ら，改めて「子どもとは何者か」「子ども期は何
によって構成されるのか」，子どもの存在の多様
性について複数の答えを導き出そうとするもので
ある 9。
　2009 年には，欧米の Childhood Studies の過
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去 25 年間の研究成果をまとめた The Palgrave 
Handbook of Childhood Studies が出版された。
本書では，＜ Childhood Studies の概念＞，＜子
ども期の歴史的・社会経済的文脈＞，＜世代関係，
子どもの日常生活／地域の枠組み＞，＜子どもの
権利と子どもの位置づけ＞，の観点から各論が
展開されている 10。それら主要な論文の概要と学
術的成果については紙幅の都合で別の稿に譲る
として，本稿では，なぜ子ども政策が Childhood 
Studies の重要な課題のひとつなりうるのかに焦
点を絞って論じたい。
3. Childhood Studiesにおける「子ども政策研究」
　「子ども政策」を主題に掲げるのは，ヨーロッ
パの ECEC 研究の第一人者 Gunilla Dahlberg であ
る。Dahlberg の論稿は，The Palgrave Handbook 
of Childhood Studies の第四章＜子どもの日常生
活／地域の枠組み　Children’s Everyday Lives
／ The Local Framework ＞の一節，「子ども政
策：子どもからの働きかけ，遊び，学びの可能性
Policies in Early Childhood Education and Care: 
Potentialities For Agency， Play and Learning」
に掲載されている 11。 Dahlberg は，スウェーデ
ンのストックホルム大学の教授で，主として幼
児教育（Early childhood Education）に関する先
進的な国際共同研究プロジェクトの企画責任者
を務めるとともに，OECD の教育研究革新セン
ター（CERI ＝ Centre for Educational Research 
and Innovation）の代表メンバーの一人として，
OECD が ECEC に関する大規模な国際比較調査
をもとに発表した Starting　Strong Ⅰ（2001）・
Ⅱ（2006）の執筆にも携わったことで知られる。
なお，Starting　Strong Ⅰ・Ⅱがいかに優れた
「子ども政策」の提言を行っているかについて
は，筆者は本書の邦訳出版の作業を通じて解説を
試みてきた 12。「公共財」（public good）として質
が高く公正な ECEC の構築を通じて，乳幼児期
の教育とケアの一体化と一貫性の実現を行い，
「生涯学習」基盤の強化をはかること，それは「今
を生きる子ども」の「ウェルビーイング，早期の
発達，学習」の保障につながると訴える Starting　
Strong Ⅰ・Ⅱ の「子ども政策」提言は，国境を
越えた人口の移動に伴い経済的な条件や民族・宗
教・言語・階層などの社会的背景の違いにより子
どもの間で格差と不平等が拡大しつつある EU 圏
にあって，異質の他者との共存と多様性の尊重を
志向する寛容な社会の建設を目指し，民主主義の
原則のもと，子どもたちと共にどのような未来を
創造すべきなのか，あらゆる人々に真摯な課題
意識と価値判断を迫るものであった。したがっ
て，Dahlberg の問題意識の根底には，Starting　
Strong Ⅰ・Ⅱの共生社会の実現を目指す思想が
深く位置づいている。
　Dahlberg は，いわゆる子どもを客体化し，発
達適性に応じて課題を機械的・操作的に与え，「数
量」で把握できる学習成果を短期間に効率よく高
めようとする実用本位の教育実践に強い疑問を投
げかる。それに対して，一人ひとりの子どもの主
体性・自発性・人権を尊重し，目に見える学習の
成果ではなく，学習の過程を重視し，子ども自身
が達成感や充実感を得られる教育実践とはどうあ
るべきか，教育の「質」そのものを高めるために，
子どもと教師，保護者，コミュニティが当事者意
識を持ちながら相互に連携していく手だてはない
かを，積極的に探ろうとしている。Dahlberg の
最も注目すべき点は，Michel Foucault や Gilles 
Deleuze などのポスト構造主義思想を戦略的に
子ども学研究の視点や方法論に導入することに
よって，就学前教育の意義と子ども観の再構築
を試みようとする点である。Dahlberg 主著であ
る Beyond Quality in Early Childhood Education 
and Care（1999 → 2006），Ethics and Politics 
in Early Childhood（2005），Contesting Early 
Childhood…and Opening for Change（2012）は，
EU 圏で最も影響力をもつ ECEC 研究のひとつ
として高い評価を受けてきている 13。
　Dahlberg の論稿を筆者の解釈を加えて要約す
ると以下のようになる。すなわち，①近年の「子
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ども政策」の展開を左右するのは，次世代育成の
ための理念や方法ではなく経済原理であること，
②国が生産性を高めさらなる経済発展を遂げるた
めには，変化の著しいグローバルな競争社会に乳
幼児期から柔軟に適応し，自ら学習意欲を持続さ
せながら時代が求める新しい知識やスキルを絶え
ず獲得していこうとする「生涯学習」の推進が不
可欠であるとされてきていること，③乳幼児期の
施設化，つまり乳幼児を家庭養育ではなく施設に
おいて母親以外の第三者がケアし教育するにあ
たっては，ケアと教育の「質」の保証が必ずしも
約束されない市場原理に委ねることは非常に危険
であり，「子ども政策」の実現は「子どもの権利」
として国が責任をもつべき「公共財」であること，
④乳幼児期の保育・教育理念と実践においては，
教師主導で認知発達を促すことに重点を置く就学
前の準備教育型ではなく，北欧および北イタリア
で試みられているような，乳幼児期に固有の学習
ストラテジーと発達特性に考慮した生活保障型が
よりふさわしく，子どもの興味・関心を尊重し遊
びを中心とした活動の方がより学習効果が高いこ
とは，いくつかのエスノグラフィー研究によって
科学的に立証されていること，⑤ただし，乳幼児
期の子どもを「自律的」で「有能な学び手である」
とみなす「子ども語り」に対して批判的検証を試
みず，その「語り」を信奉し安易に流布させるこ
とは，「問題解決能力をもち，自己省察力と柔軟
性によって自らの学びの過程に責任をもつことの
できる子ども」という新たな「子ども神話」の形
成をもたらし，ひいては新自由主義経済の発展に
都合のよい論理として利用されることにつながる
こと，⑥そもそも多くの研究が示唆する通り，あ
る種の「子ども語り」すなわち子どもにまつわる
無条件の前提あるいは自明視が，多様性が認めら
れるべき子ども理解，保育・教育実践の在り方と
評価，さらには子どものための環境構成を特定の
方向に偏向させ，たとえば子ども自身のジェン
ダーや身体に対する認識，正常化の過程，環境の
意味に影響を及ぼしている，⑦したがって，子ど
もを固定的に「ある＝ is」存在としてではなく，
「なるもの＝ being」つまり力学的に生成変化す
る存在として捉え，子ども期が子ども主体で「今
ここに」動的に構築されていく過程・軌跡の解明
と，子どもの「ニーズ」ではなく子どもの「欲望」
への関心を向け，子どもの「学習」と「情動」の
問題にいっそう着眼することこそが，Childhood 
Studies の新たな課題である，とするのである。
　なお本稿では，①から⑤までの部分を以下で逐
語訳する。⑥，⑦については，Dahlberg の主張
の核心部分として幾重にも理論武装されており非
常に難解で，訳出にあたっては鍵概念の定義の確
認や日本語表現の吟味の作業が必要なため，別の
機会に改めて紹介したい。
4. Dahlberg の論点
　Dahlberg は，近年，ECEC の拡充によって，
乳幼児期の施設化は劇的に進展し，世界の趨勢に
なってきているとする。その結果，「生涯学習」
（lifelong learning）が非常に早い時期から始め
られるようになり，ECEC は，国際機関（欧州
委員会，OECD，世界銀行，UNESCO）だけで
なく各国政府の政策課題に浮上してきている。い
くつかの例外はあるもの，各国政府と国際機関で
は，ECEC に対する関心と投資は，歴史的にみ
て，異なる要因から引き出されている。すなわち，
仕事と家庭の両立を可能にさせることで女性の労
働市場への参加を増進させたいというものから，
女性の競争経済への参入は長期的にみて費用対効
果が高いという認識まである。しかしながら，今
日，新自由主義経済への構造的欠陥に対して，あ
るいは健全な ECEC を構築するかわりにリベラ
ルな福祉国家で肩代わりされることへの行き過ぎ
に対して，懸念がもたれはじめている。最近では，
OECD が，「生涯学習」によって特徴づけられる
知識社会においては，ECEC は「すべての子ど
もの人権」として，また民間企業や市場の競争
に委ねるビジネスではなく国が投資すべき「公共
財」であると提唱している。先進 20 カ国の国際
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比較調査の結果に基づくならば，Starting Strong
Ⅰ（2001）および Starting Strong Ⅱ（2006）が
指摘するように，堅実な ECEC 政策は，「外から
もってきた，その場しのぎのもの」では不可能で
あり，「主要な利害関係者との慎重な事前協議に
基づく民主的な合意の産物」でなければならな
い。OECD は同じく，質の向上は市場の競争に
委ねることができるというのは，素朴すぎる信仰
だと懐疑的である。
　これは非常に影響力のある主張であるが，同
様の見解はアメリカの社会学者 William Corsaro
（2003）によっても出されている。Corsaro は，
ECEC への民間の参入を見直し，公的な投資の
増加を訴えている。今日，幼い子どものいるアメ
リカの家庭では営利を目的とする民営の ECEC
に頼らざるを得ず，それらは費用負担が大きい上
に，しばしば訓練や経験が不足している教員に
よって，質の悪い適切ではないサービスが提供さ
れがちである。Corsaro は，こうしたプログラム
は「子守」程度でしかないとする。アメリカの制
度の特徴である民間の営利企業に委ねるという発
想は，学校というものを非常に質の低いものに貶
めている。同じく，Valerie Polkow（2007）も，
国際比較に基づき，アメリカの子どもが受けてい
るひどいケアの実態を告発している。Polkow は
OECD の掲げる精神と同様に，チャイルドケア
は「すべての子どもの人権」であり，「女性のた
めの社会的シティズンシップの権利」の重要な要
素であると考える。一方，北欧および北イタリア
のいくつかのコミュニティではこの数十年，政府
及び地方当局が ECEC を重視して，ECEC に対
する公的な投資，それもかなりの額を必要とする
長期的かつ公共のプロジェクトとして焦点化して
きている点は特筆すべきであろう。
　OECD の国際比較調査でかねてより指摘され
てきた通り，欧州では教育学的実践と伝統におい
て二つの大きな潮流がみられる。ひとつは，就学
前教育準備型（ベルギー，フランス，アイルラン
ド，オランダ，英国，米国）で，教師主導で子ど
もの成績がしばしばベンチマークとされる教育を
指し，事前に設定された認知発達に関する一般的
な目標にしたがって子どもの評価がなされる。も
うひとつは，社会教育学的なアプローチで，北欧
諸国，中欧に広く見られる教育であり，焦点は「子
どもの遊び」と「子どもからの働きかけ」に重点
をおいた社会性の発達である。このアプローチで
は，幅広い発達の目標を掲げ，職員が地域の実情
に応じてプログラムを「こしらえる」（tailor）こ
とが可能で，予め設定した基準ではなく多様な観
点から評価や査定を行う。このように教育学的ア
プローチと質の定義に関する関心が異なるのは，
子ども観の違いに由来している。OECD は，就
学前アプローチに対しては，形式的な教育に重点
を置き過ぎていること，ベンチマークとして学校
を意識していること―いうならば学校化現象―に
対する危惧を表明している。1989 年の「国際子
どもの権利条約」でも指摘されたことだが，教育
を既知のものを伝承し再生産させる営みであると
する支配的な観念に異議申し立てをすることによ
り，OECD は幼い子どもが高い程度の「イニシ
アティブ」（initiative）と「子どもからの働きか
け」（Agency）を発揮すべきだとするカリキュラ
ム像を提唱している。さらに，ある側面において，
子どものウェルビーイングと参加に貢献するカリ
キュラムを確立し強化することの重要性を強調し
ている。OECD は加盟諸国に対して，子どもの
成長を成績で評価し，順位付けするのではなく，
子どもを肯定する，つまり子どもにとって批判的
ではない学習環境を用意するのが課題であるとす
る。また OECD は，詳細な項目立てによる規程
ではなく，方向性を示すのに有用となる国の要領
がより価値が高いことを示している。
　Dahlberg がここで根拠とするのは，教育現場
で行われてきたエスノグラフィーの研究成果であ
る。Corsaro（2003，2005），Lofdahl（2002），
Starandel（1994）らによれば，学習の成果が上
がるのは，教師主導型ではなく子どもの興味や関
心を尊重した主体的活動を積極的に導入した方で
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あることが明白とされてきている。
　OECD が大別するところの就学前準備型教育
あるいは社会教育学伝統型のどちらにせよ，「子
どもからの働きかけ」を尊重する思想と同様，
注意して扱う必要があり，幅広い意味で用いら
れる場合にはいっそうの精査が求められる。研
究者，特に Michel Foucault とポスト構造主義思
想を支持する立場は，過去十数年間，子どもに
大きな信頼を置く好意的な見方に対し異議を唱
え，子どもとは何者か，「子どもの真実」（truth 
of children）についてより省察的であるように，
また実際にはいかに「従順な子ども」（governable 
children）像を作り上げているか，問い直そうと
している。
　近年になされた批判的検証では，「活動的で，
自律的で，有能で融通のきく子ども」（active ，
autonomous ，competent and flexible child）すな
わち「自立して，問題解決能力があり，その上，
自己省察と適応力によって自己の学習過程に応
答的である子ども」（the child who is independent 
and capable of problem-solving and furthermore 
responsible for her/his own learning process 
through self-reflection and flexibility）という「語
り」（rhetoric）に警告を発している。Nicolas 
Rose（1999）は，自治主義者（autonomist）と適
応的行為が社会の隅々にまで拡張していく傾向
が，ポスト産業社会の知識とネットワーク社会へ
の移行といかに関係しているかを論証している。
我々は今日，国家は中央政府の体をなさず，各個
人が詳しい情報を基にした選択と行動によって自
分自身の生活に責任を負うことが求められてい
る。この点については，Deleuze （1992），Rose
（1999），Fendler（2001），Popkewits（2003），
Dalhberg and Moss（2005）らがふれていること
だが，これらの研究者が問題視するのは以下のよ
うな子ども観である。すなわち，子どもとは自ら
を統制するのに積極的な役割を果たし，自らの行
為とリスクに対して責任を負い，柔軟性に富む
賢い消費者として選択と自由を行い，急激に変
化する市場のニーズにいつでも適応できる存在
である，という子ども観である。絶えず自己解
釈，自己評価，自己省察を迫るこの「個人」であ
ることをひときわ際立たせようとする子ども観
（individualizing regime children）では，リスク
と予測不可能性に満ちた新自由主義世界において
目的に適合する存在（fit for purpose）となるた
め，特別なスキルや能力の獲得だけでなく，活動
的で自律的で自己統制のきく子どもになることが
求められる。新自由主義の言説では，自由，ある
いは自由である義務（duty to be free）の意味と
は，子どもであっても各自で責任をもつことであ
り，標準化と周縁化に対して新たな形態をもたら
すことになる。
5.「子ども政策」研究の意義と課題および日本へ
の示唆
　一般に日本では「子ども政策」というと，子ど
もの福利厚生と教育文化の発展に資するための総
合的な政策という非常に漠然としたイメージか，
子育て支援あるいは少子化対策といった親世代に
焦点をあてた当面の便宜的措置といった狭義の理
解がなされることが多い。それらの解釈の背景に
は，政策実現の当事者であり受益者であるべき子
どもの存在や将来構想よりも大人の論理のほうが
優先的価値を持つもので，子どもは保護と教育を
一方的に必要とする受け身の対象と捉える固定観
念から脱しきれていないのではないだろうか。
　Dahlberg 等による Childhood Studies は，この
ような近代に固有の子ども観に疑義を呈すること
から出発する。つまり，子どもも大人と同様に社
会を構成する「agency」すなわち微弱でも社会に
対して何らかの作用を及ぼすことのできる一個の
主体，社会との関係性のなかでその存在価値や生
存様式が絶えず変容する動的な媒体として捉えよ
うとする。が一方で，子どもの有する潜在的な学
習能力や適応性を過信し，時代の求める知識やス
キルを持続的に習得しながら自己責任で問題解決
できる独立した個体であることを期待する「子ど
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も神話」の形成には警告を発する。「実態として
の子ども」の新たな側面が解明された結果，科学
知が文脈を超えて通俗的な「語り」として流通す
ることの功罪を，言説分析を援用しながら指摘し
た点で，心理学・教育学・児童福祉学・小児医学
等子どもを対象とする旧来の学術領域を超えた学
際知としての Childhood Studies を拓いたと評価
できよう。この極端な相対主義に陥る危険性を注
意深く避けながら，特定の観念で定義しがたい変
数としての子ども観に立った場合，政策について
の解釈も広がりをもつものとなる。
　Policies in Early Childhood Education and 
Care は，直訳すると「乳幼児の教育とケアに関
する政策」となるが，移民の流入増加と少子化傾
向が著しい EU 圏の先進諸国では，就学前の準備
教育あるいは特別な支援を必要とする家族に対象
を絞った福祉という枠組みを超え，幼い子どもの
いる家庭の多様なニーズに応じて誰もが利用でき
るようなオプションの充実と整備が求められつつ
ある。なぜなら，乳幼児のケアと教育に対する「良
質な」サービスの充実は，子どもの「より良い」
発達と学習に資するだけでなく，女性と家庭への
経済的利益，生産性と税収の増大による社会経済
的効果，労働市場の規模と柔軟性の拡大，男女平
等参画社会の実現，社会的結束の強化など，直接
の個人的な利益や消費の効用を超えた「公共の利
益」に資することが，多くの研究から明らかにさ
れてきているからである。
　このように乳幼児期の子どもの育ちが「経済原
理」と不可分に結びき，確かな投資効果とリスク
の少ない制度設計が求められるようになってきた
からこそ，旧来の保護と教育の対象としての子ど
も観を脱しながらも，「経済原理」に都合のいい
子ども観が蔓延するのを回避し，「子ども期の子
どもらしい育ちと学びを確かに保障する新しい政
策的枠組みとはどのようなものか」，社会に作用
を及ぼすことのできる主体としての子ども観に
立った検証が Childhood Studies のひとつの焦点
となってきたのである。したがって，Policies in 
Early Childhood Education and Care は，乳幼児
期の施設化による外部効果への期待を制度整備の
起爆剤として活用しつつも，原点は子どものウェ
ルビーイング・発達・学習に利するための政策で
あることを強調するために，「子ども政策」と訳
した次第である。
　日本の子ども学研究では，特に就学前の子ども
のための行財政制度に関する研究の蓄積がまだま
だ不十分ではなかろうか。日本の保育・教育改革
の流れが世界の ECEC 政策動向とどのようにリ
ンクしているのか，残念ながら研究者間でも関心
は薄い。今後日本が向かおうとする政策の方向性
について，その理念・方略の妥当性を政治の在り
方や利害関係者の視角からだけでなく，「子ども
観の脱構築」の作業からも進めていくことが子ど
も学研究の課題と思われる。その意味で，現代思
想のひとつの潮流に位置づく Childhood Studies
の成果が日本の子ども学研究に示唆するものは非
常に大きい。今後は，Childhood Studies の全体
像を可能な限り明らかにし，また Dahlberg を中
心とする就学前教育の「質」をめぐる議論が EU
圏の「子ども政策」の思想形成にどのような発展
をもたらしたか探求することによって，日本の保
育・教育改革に対する批判的検証を試みたい。
＜注＞
1 OECD が ECEC 概念を打ち出した背景には，
乳幼児期の発達と学習の特性を考慮すると，乳
幼児に対する教育とケアは本来分離不能であ
り，すべての子どもは，年齢区分や親の社会経
済的地位に関係なく，教育とケアの一体化した
サービスを，0 歳から就学前まで一貫して受け
ることのできる包括的な政策が実現されるべき
だ，という構想がある。したがって，ECECを「教
育」と「ケア」という用語が並列的に接続詞で
結合したものだと単純に捉えると，人間形成に
不可欠な「教育」と「ケア」は本来別々の相入
れない営為だという誤った認識を生み，そうし
た安易な言葉の使用が人々の思考を縛り，結果
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